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医療法人の認定要件の拡大。特定診療科に関する診

療報酬の充実。女性医師の就業環境の改善。医師確

保対策推進のための財政支援の提言を取りまとめ、

国に要請を行いました。

４．最後に

医育大学をはじめ関係各位のご協力のおかげで、

いろいろな課題がある中、留萌市立病院に医師を派

遣していただき、何とか私どもの地域で住民に良質

な医療を届けることができています。

また、全国でも珍しいコホート研究を「NPO法人

るもいコホートピア」が主体となり留萌の地で行わ

れています。この研究で、地域の特徴的な疾患やそ

の対策が解明され、それが全国に広がって健康な方

がもっと増えることができれば、研究のフィールド

を提供している留萌市としても幸せです。

末筆ながら、地域住民の健康を守るために奮闘し

ている関係者の皆様と、この様な意見発表の場を設

けていただいたことに深く感謝申し上げます。

「地域の医療崩壊と医師不足、医師の偏在などの解

消をどうすべきか」の意見・提案の依頼を受けまし

たが、道内各医療機関でご活躍の先生方のご意見、

ご提言が多数掲載されておりますので、北海道医療

対策協議会の参画自治体として、わが町の地域医療

の現状を述べさせていただきます。

平成14年度からの診療報酬マイナス改定や老人保

健制度の改正など、国の医療費抑制政策は、地方自

治体病院の経営を圧迫してきました。特に本町の病

院は、病床規模が98床と100床未満であり、小規模病院

としての経営は顕著に悪化している現状にあります。

本町は、これまでの過疎法による美瑛町過疎地域

自立促進計画に基づき、産業振興、生活環境・交通

体系の整備、福祉・医療の充実など諸施策を実施し

た結果、人口減少率は減少傾向を示しております。

また、本町の自然環境や農村景観にあこがれ移住を

希望する人が増加傾向にあるなど、明るい兆しが見

えはじめています。

しかし、若年層の人口流出は続いており、少子高

齢化の進行により人口が減少し、既に人口の３人に

１人が65歳以上の方となっており、今後一層の高齢

化が進むと予測され、少子化対策とともに高齢社会

に向けた施策が課題ともなっています。

このような本町の社会環境の中で、地域住民に

とってなくてはならない救急医療や高齢化社会の到

来に対応するため、保健・福祉との連携などきめ細

かな医療サービスの提供が求められています。

診療体制は、上川中部医療圏の中で、旭川医科大

学病院、旭川赤十字病院等の病院連携を深め、町民

の医療確保を図るとともに、当院にとって町民の１

次、1.5次医療を効果的に提供しており外来患者数

は、高齢者を中心に１日平均200人を超えておりま

す。医師１人１日あたり約50人の患者数であり、入

院患者診察、救急対応、宿直などにより、先生方に

は厳しい勤務環境にあります。旭川医科大学の医師

の派遣をいただける環境にあることから、他地域か

ら見れば恵まれた環境下にありますが、厳しい勤務

実態でもあります。

医療界では、専門化、そして細分化がひとつの潮

流となっているようですが、へき地医療を受持つ多

くの自治体病院、医師が足りない地域医療の危急の

現場には、専門に関わらずとりあえず何でも診てく

れる医師が、とにかく必要であります。医師不足、

偏在を是正するためにも、総合医の育成、適正配置

を望むところでもあります。

当院をはじめ自治体病院では、その使命から住民

の要望に応え、高度医療機器の導入、救急医療等不

採算を担うなど、地域医療の確保に取り組んでいま

すが、過疎化に伴う人口減少・患者の減少・診療報

酬の改定の影響により、極めて厳しい経営環境下に

あります。このため平成20年に道から効率的に病院

連携を図る、自治病院等広域化・連携構想が示され

たところです。

当院が属する上川中部医療圏では旭川医科大学病

院、市立旭川病院等高度な機能を有する病院が集中

する広域圏であり、通院距離も約22kmと比較的恵ま

れた環境にあるため、病床利用率を勘案して今後担

うべき役割の検討の必要性を示されましたが、町民

の生命・医療を預かる病院には、机上での議論どお

り効率のみを求めることは、難しい課題だと考えて

おります。確かに、病院規模縮小、病院のサテライ

ト化、連携病院への通院バスの確保等により、病院

経営の健全化が図れる可能性があります。現状では

町民の負託に応えるべく、少ない病院資源を生かし

た連携の中で、効率化を図り病院運営をしなければ

ならないと思っております。

北海道医療対策協議会の医師派遣連絡調整分科会

の中で、医師の派遣調整をさせていただいています

が、医師不足の実態により自治体病院経営の苦悩が

強く伝わっており、今後も医師確保対策、避けて通

れない病院広域化に向けた課題を少しでも解消でき

るよう努めて行きたいと考えております。
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